













































































































二酸化炭素排出量を 1990 年と比べて 2020 年までに 40 ％、2050 年までに 80 ％削減する。総エ















































エネルギー消費の 40 ％と二酸化炭素排出量の 3 分の 1 を占める建物には大きな節約の余地があ
り、2050年までに建物からの二酸化炭素排出量をほぼゼロにする。そのため、エネルギー効率化
のために改修される建物の比率を年率2％へと倍増する。暖房のためのエネルギー需要を2020年









































・	太陽光発電設備の年間増設容量の目標を 350 万キロワットとした上で、2010 年 6 月～ 9 月に
登録された太陽光発電設備の発電容量を 3 倍した値が 350 万キロワットを上回った場合には
2011年1月からの買い取り補償額の低減率を1ポイント引き上げ、450万キロワットを上回っ
た場合には 2 ポイント、550 万キロワットを上回った場合には 3 ポイント、650 万キロワット
を上回った場合には4ポイント引き上げる。逆に、250万キロワットを下回った場合には低減




上回った場合には 6 ポイント、550 万キロワットを上回った場合には 9 ポイント、650 万キロ






限 650 万キロワットを大幅に越える事態となった。さらに、2011 年に入ると、同年の増設量も前
年の実績を大きく越える950万キロワットとなると予測されるようになり、2009年と2010年の再
生可能エネルギー法改正の効果はあまり見られなかった。	（9）



















は 2011 年 7 月 1 日以降に稼働を開始した設備、空き地及び転用地に設置される太陽光発電設
備の場合には同年9月1日以降に発電を開始した設備とする。
・	さらに、2012 年以降に稼働を開始する発電設備については、買い取り補償額を毎年 9.0 ％ず
つ逓減していく。
・	ただし、2012年以降、前年9月時点で過去12か月間の発電設備の増設容量が350万キロワッ

















































年代半ばまでの延長というそれまでの方針を 180 度転換し、2022 年末までにすべての原発を廃止
することを決定した。この大きな政策転換を受けて、2011年夏には原子力法をはじめとして関連
する 8 法案が改正されたが、その一つがこの再生可能エネルギー法の改正であった。同法の改正
















・	具体的には、7 月から 12 月までに登録された発電設備については、前年の 10 月から当年の 4
月までに登録された発電設備の合計容量の 7 分の 12 が 350 万キロワットを上回る場合には、
当年に適用される買い取り補償額をさらに3％、450万キロワットを上回る場合には6％、550




・	陸上風力発電の基本買い取り補償額を 1 キロワット時あたり 4.87 セントとする。ただし、稼
働開始後5年間については8.93セントとする。
・	2013 年 1 月 1 日以降に稼働を開始した陸上風力発電電力の買い取り補償額の年間逓減率を
1％から1.5％へと引き上げる。
リパワリング・ボーナスの支給対象条件を、稼働開始後10年以上経過した設備を更新する場







































は通常の再生可能エネルギー賦課金を徴収する一方、100 万キロワット時超～ 1,000 万キロ
ワット時以下の部分については賦課金を通常の額の10％に、1,000万キロワット時超～1億キ


















の発電量は 507 億キロワット時で、比率は 18.3 ％であった。）2011 年に再生可能エネルギー賦課
金が大幅に引き上げられた背景にも、このような事実が反映されていた。しかし、そのような大
幅な引き上げが行われたにも拘わらず、その効果は 2011 年夏までにはなくなり、上記のような
政府の楽観的予測とは逆に、再生可能エネルギー管理口座は 2011 年 8 月末時点では一転して 4 億
5,300万ユーロの赤字となったことが明らかになった。このような状況が続いた場合、赤字額は同
年末時点で 8 ～ 9 億ユーロに拡大すると見られた。再生可能エネルギー法に基づいて定期的に再
生可能エネルギー発電に関する予測を公表している4大送電事業者（50	Herz、Amprion、EnBW	













大である。送電事業者は、2012 年に EEG 賦課金が最大で 4.74 セントまで上昇すると予測してい
る。そうなれば、年間の電力消費量が3,500キロワット時である平均的な家庭の場合、最大－2009
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・	これらの改定によって、2012 年 3 月 9 日以降に稼働を開始した太陽光発電設備の買い取り補
償額は、2012年1月1日～3月8日までのそれと比較して、20～29％の引き下げとなる。
・	さらに、2011 年 12 月に見られたような新設の太陽光発電設備に対する電力買い取り補償額
























































































































ンブルク州は 76 ％を、シュレスヴィヒ・ホルシュタイン州は 75 ％をまかなえるだけの再生可能
エネルギー発電設備を有しており、設備容量だけからすれば、16 州のうち 5 つの州が再生可能ネ
































































らに拡大すると予測されるようになっていた。その結果、2012 年 6 月には、翌年の再生可能エネ















































・	建物に設置される発電設備の買い取り補償区分を当初計画の 3 区分から 4 区分へとさらに細









	2012 年 3 月 1 日以前に申請手続を開始し、2012 年 6 月末までに稼働を開始した平地設置型の
発電設備については、改正前の法律を適用する。（ゴミ処理場や軍用地からの）転用地に設置































せず、むしろ駆け込み増設を加速させる結果をもたらした。2012 年 1 月から 9 月までの太陽光発
電設備の増設容量は620万キロワットとなっていたが、これは過去最高であった2011年とほぼ同























集約型企業に対する優遇等の影響が 0.5 セント分､ 2012 年の予測と実績の乖離に伴う赤字を事後
的に補填することに伴う影響が 0.7 セント分、2013 年の予測と実績が乖離した場合の赤字を補填
するための積立金構築に伴う影響が 0.1 セント分程度とされていた。再生可能エネルギー賦課金





































アルトマイアー環境相は 2013 年 1 月末に、「確かに補助の構成要素は作り出されたが、負担と
コストの上限については何も確定されなかったことは、再生可能エネルギー法導入時の重大な誤
りであった」と指摘し、2013 年に電力消費量 1 キロワット時あたり 5.3 セントへと引き上げられ
横井：ドイツにおける再生可能エネルギーの拡大とその問題点（Ⅱ） 153
た再生可能エネルギー賦課金を 2014 年もこのレベルで凍結し、2015 年以降については年間上昇





















































































・	再生可能エネルギー賦課金の額を 2014 年まで 1 キロワット時あたり 5.3 セントという現在の
水準で凍結し、2015 年以降の上昇率を 2.5 ％以下に抑制する。そのために、再生可能エネル
ギー法に基づく補助と優遇を2014年に20億ユーロ近く削減する。


























































































陽光発電設備の増設ペースは鈍化に転じるようになり、2013 年半ばには同年の増設容量が 350 ～









ネルギー賦課金額が決定された時点では、2013 年の電力卸売価格は 1,000 キロワット時あたり 51
ユーロ程度と想定されていた。しかし、電力卸売市場EEXにおける2013年2月時点での電力価格
は1,000キロワット時あたり44ユーロとなり、5月には32ユーロ50セント、6月には27ユーロに














の重要課題であることは、明らかであった。Forsa 研究所が 2013 年 8 月に行ったアンケートによ
れば、エネルギー転換を「完全に正しい」あるいは「どちらかと言えば正しい」とした回答者は














































ギー・気候保護政策は、2013 年秋に発足した第 3 次メルケル政権にとって、実際にも優先的に取
り組まねばならない最重要課題となったのであった。





（3）Die	Mitte	 stärken.	Deutschlandprogramm	 2009,	 Programm	der	 freien	Demokratischen	Partei	 zur	
Bundestagswahl	2009,	beschlossen	auf	dem	Bundesparteitag	vom	15.-17.	Mai	2009	in	Hannover,	S.	54ff.


























（7）Bundesministerium	 für	Wirtschaft	 und	Energie,	 Zahlen	 und	Fakten	Energiedaten.	Nationale	 und	
Internationale	Entwicklung,	 letzte	Aktuallisierung:	03.03.2014,	http://www.bmwi.de/DE/Themen/Energie/















（11）Erfahrungsbericht	 2011	zum	Erneuerbare-Energien-Gesetz	 (EEG-Erfahrungsbericht	 2011),	Deutscher	
































































（28）FAZ	vom	17.	März	2012.	2012 年 4 月、エネルギー・水利経済連盟（BDEW）は、過去 14 年間に電力消費者


































































































2000 年のシュレーダー政権による脱原発政策の開始と 2011 年のメルケル政権下での原発の稼働

























制策によって、2013 年の太陽光発電設備の増設容量は前年の半分以下の 330 万キロワットにとど
まったが、累積導入容量では3,500万キロワットに達した。他方、太陽光発電と並んで再生可能エ








































は 1,000 件を下回っていたが、2011 年夏の再生可能エネルギー法改正において減免対象企業が再

















ストファーレン州の電力消費者は 2013 年に合計 45 億ユーロあまりの再生可能エネルギー賦課金
を支払ったが、同州内の再生可能エネルギー発電設備運営者に電力買い取り補償という形で環流
した賦課金は16億ユーロにとどまった。従って、同州の住民は実質29億ユーロ－住民1人あたり
































































2013 年 6 月には、連邦ネットワーク庁の権限がさらに強化された。しかし、連邦側のこのような
権限強化にも拘わらず、現在でも送電線建設の計画、決定、実施はなお複雑なプロセスを経て行
われ、特に対象地域住民の反対がある場合は必ずしも円滑には進んでいない。






































































































その結果、発電量全体に占める褐炭火力発電の比率は 2000 年当時の 25.7 ％から 2010 年には
23 ％へと減少したが、2013 年には再び 25.6 ％へと増加した。石炭火力発電の比率は 2000 年の
24.8％から2010年には18.5％にまで低下したが、2013年には再び19.6％へと上昇した。そのため、
発電部門における二酸化炭素排出量も 2000 年時点の 3 億 2,700 万トンから 2010 年には 3 億 500 万
トンへと低下したが、2013年には再び3億1,800万トンへと増加した。また、その他の部門を合計
したドイツの二酸化炭素換算温室効果ガスの排出量も 2000 年時点の 10 億 4,100 万トンから 2010
年までに 9 億 4,700 万トンへと減少したが、2013 年には 9 億 5,100 万トンへとわずかであるが増加
した。	（11）






















§3	 (1)	AusglMechV	 i.V.	mit	§6　AusglMechAV,	 Stand	 31.	Dezember	 2010;	Aktuelle	Angaben	 der	
Übertragungsnetzbetreiber	zu	den	Einnahmen-	und	Ausgabenpositionen	nach	§7	(1)	Nr.	1	AusglMechV,	Stand	
























～ 2020 年における再生可能エネルギー電源の電力系統への接続と 2025 年までの展望に関する報告書（ドイツエ

















（11）Vgl.,	Das	 deutsche	Energiewende-Paradox:	Ursachen	 und	Herausforderungen.	Eine	Analyse	 des	
Stromsystems	von	2000	bis	 2030	 in	Bezug	auf	Erneuerbare	Energien,	Kohle,	Gas,	Kernkraft	 und	CO2-
Emissionen,	Erstellt	von	Agora	Energiewende,	Berlin	2014.
（12）FAZ	vom	23.	Januar	2014;	FAZ	vom	27.	Februar	2014.
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